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学　歴
1974年 4 月　　兵庫県立長田高等学校　入学
1977年 3 月　　兵庫県立長田高等学校　卒業
1978年 4 月　　東京大学文科Ⅰ類　入学
1982年 3 月　　東京大学法学部　卒業

学　位
1982年 3 月　学士（法学）

職　歴
1982年 4 月　　シティバンク、N. A. 東京支店（1985年 8 月まで）
1989年 4 月　　中央新光監査法人（のちみすず監査法人）（2007年 3 月まで）
2003年 4 月　　拓殖大学政経学部非常勤講師「公会計学」担当（2006年 3 月まで）
2007年 4 月　　関西大学大学院会計研究科教授
2020年 4 月　　関西大学大学院会計研究科・商学部教授（現在に至る）

学会活動
日本監査研究学会（2007年度－現在）

社会活動
1. 防衛省　防衛調達審議会　委員（2003年 1 月～2012年12月）
2. 中野区基本構想審議会　委員（2003年 2 月～2004年 2 月）
3. 厚生労働省独立行政法人評価委員会　委員（2003年 7 月～2013年 6 月）
4. 総務省地方独立行政法人会計基準等研究会オブザーバー・同公営企業型独立行政法人

制度における会計基準に関する検討会　委員（2003年 7 月～2004年 3 月）
5. 国際会計士連盟（IFAC）国際公会計基準審議会（IPSASB）　日本代表委員（2004年

1 月～2005年12月）
6. 国際会計士連盟（IFAC）国際公会計基準審議会（IPSASB）　テクニカルアドバイザ

ー（2006年 1 月～2006年12月）
7. 財務省地方公共団体向け財政融資のあり方に関する検討会　委員（2004年 6 月～2006

年 3 月）
8. 山形県新財務会計システム開発推進アドバイザー会議委員（2004年 7 月～2005年 3 月）
9. 平成16年度・17年度総務省地方公営企業等経営アドバイザー（2004年 4 月～2006年 3 月）

10. 文部科学省独立行政法人評価委員会スポーツ・青少年分科会青少年部会委員（2005年
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2 月～2009年 2 月）
11. 厚生労働省政策評価に関する有識者会議ワーキンググループメンバー（2006年 2 月～

2007年 3 月）
12. 経済産業省資源エネルギー庁物品等調達審査委員会委員（2006年 8 月～2007年 3 月）
13. 総務省契約監視委員会委員（2007年12月～2015年 3 月）
14. 独立行政法人科学技術振興機構　自己評価委員会外部委員会及び組織運営・財務状況

評価部会外部部会委員（2008年 4 月～2015年 3 月）
15. 堺市上下水道事業懇話会委員（2008年 7 月～11月）
16. 西脇市行政経営システム検討委員会委員（2008年 5 月～2009年 3 月）
17. 兵庫県総合事業等審査会委員（2008年 5 月～2014年 3 月）
18. 池田市市政システム改革推進委員（2008年 8 月～2011年 9 月）
19. 兵庫県県立但馬ドーム指定管理者候補者選定委員会委員（2008年 7 月～2009年 3 月）
20. 兵庫県勤労福祉協会長期ビジョン策定委員会委員（2008年12月～2009年 5 月）
21. 財務省財政制度等審議会財政制度分科会　法制・公会計部会　臨時委員（2009年 1 月

～2019年 3 月）
22. 兵庫県公社等経営評価委員会委員（2009年 1 月～2012年 9 月）
23. 大阪府特別参与（新公会計制度アドバイザー）（2009年 7 月～2011年 6 月）
24. 神戸市事務事業外部評価委員会委員（2009年10月）
25. 国立大学法人大阪教育大学　監事（非常勤）（2010年 4 月～2013年 3 月）
26. 東京都公会計に関する白書作成検討会委員（2010年 4 月～11月）
27. 防衛省予算監視・効率化チーム外部有識者委員（2010年 5 月～2013年 3 月）
28. 大阪府域水道将来構想検討委員会委員（2010年 6 月～12月）
29. 行政刷新会議（特別会計事業仕分け）分科会（ワーキンググループ）評価者（2010年

10月）
30. 神戸市経理適正化外部検証委員会委員（2010年10月～2011年 5 月）
31. 公認会計士試験委員（監査論、平成23年～平成25年度）（2010年12月～2013年12月）
32. 地震再保険特別会計に関する論点整理に係るワーキンググループ・メンバー（2011年

1 月～12月）
33. 総務省政策評価・独立行政法人評価委員会臨時委員（2011年 2 月～2015年 3 月）
34. 堺市地方独立行政法人堺市立病院機構評価委員会委員（2011年 7 月～2013年 6 月）
35. 大阪府監査委員（2011年 7 月～2015年 7 月）
36. 池田市行財政改革推進委員会委員（2011年 9 月～2012年 9 月）
37. 自動車損害賠償責任保険審議会特別委員（2011年12月～2015年 3 月）
38. 財務省地震保険制度に関するプロジェクト・チーム委員（2012年 4 月～11月）
39. 厚生労働省行政事業レビュー（公開プロセス）外部有識者委員（2012年 6 月）
40. 内閣府行政刷新会議分科会（（新仕分け）評価者（2012年11月）
41. 内閣官房行政改革推進会議歳出改革ワーキンググループ（公開プロセス担当）（2013年
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6 月）
42. 神戸市交通事業審議会委員（2013年 7 月～2014年 3 月）
43. 内閣官房行政改革推進会議歳出改革ワーキンググループ構成員（秋のレビュー担当）

（2013年11月）
44. 財務省地震保険制度に関するプロジェクトチーム　委員（2013年11月）
45. 第31次地方制度調査会委員（2014年 5 月～2016年 3 月）
46. 東日本高速道路株式会社　社外監査役（2014年 7 月～2016年 6 月）
47. 株式会社神戸新聞社　客員論説委員（2016年 4 月～2018年 3 月）
48. 総務省地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会構成員（2017年10月～2019

年 3 月）
49. 東京都会計基準委員会委員（2018年 4 月～2023年12月）
50. 積水化学工業株式会社　社外監査役（2019年 6 月～2023年 6 月）
51. 住友電設株式会社　社外取締役（2020年 6 月～2023年12月）

業績目録
I．書　籍
（1）　単　著

1. 『会社の「見方」―強い会社のマネジメントを探る』、同文館出版、2016年 3 月、1－178頁。
2. 『地方自治体の監査と内部統制―2020年改正制度の意義と米英との比較』、同文舘出

版、2019年 9 月、1－172頁

（2）　共　著
1. 『標準テキスト　会計専門職の職業倫理』、会計大学院「職業倫理」研究会による共著、

同文館出版、2023年 9 月、第 9 －11章（165－218頁）。
2. 『カジノ・ゲーミング事業をめぐるガバナンスの研究』、北波道子・三島徹也・Ron 

Singleton・T. Nakamura との共著、関西大学出版部、2023年10月、まえがき・第 3 章
（105～162頁）・第 4 章（翻訳）・あとがき。

II．学術論文
1. 「地方公共団体のガバナンスに関する考察―監査と内部統制―」、単著、『産業経理』

第75巻第 3 号、2015年10月、54－64頁。
2. 「研究ノート　現金通貨の会計処理に係る考察」、単著、関西大学大学院会計研究科『現

代社会と会計』第10号、2016年 3 月、135－141頁。
3. 「地方公共団体のガバナンスの一層の向上に向けて」、単著、地方自治制度研究会『地

方自治』第821号（2016年 4 月号）、2016年 4 月、2－16頁。
4. 「地方公共団体のガバナンス改革における公認会計士の役割」、単著、『会計監査ジャー

ナル』第730号（2016年 5 月号）、2016年 5 月、54－56頁。
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5. 「地方分権と会計及び監査基準」、単著、関西大学大学院会計研究科『現代社会と会計』
第12号、2018年 3 月、23－32頁。

6. 「公的部門の内部統制に係る課題」、単著、関西大学大学院会計研究科『現代社会と会
計』第13号、2019年 3 月、29－42頁。

7. 「ニューノーマル時代の自治体経営」、単著、ぎょうせい『地方財務』第799号、2021年
1 月、26－31頁。

8. 「我が国のゲーミングに係るガバナンス上の課題」、単著、関西大学大学院会計研究科
『現代社会と会計』第16号、2022年 3 月、29－51頁。

Ⅲ．研究報告
1. 「何故監査基準が必要か～設定の経緯と狙い」、単独、国際公会計学会第24回全国大会

統一論題報告、2021年 9 月18日、兵庫県立大学（オンライン）。

Ⅳ．講演等
（1）　講　演

1. 「地方自治体における内部統制の構築と運用～ガイドラインの解説と着実な制度導入に
向けた留意事項の確認」、NOMA 行政管理講座（大阪）講演、2020年 1 月28日、一般
社団法人日本経営協会関西本部。

2. 「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン及び監査基準（案）・
実施要領について」、日本公認会計士協会兵庫会自治体会計・自治体監査研修会講演、
2020年 2 月 3 日、三宮研修センター。

3. 「改正地方自治法施行後の地方公共団体の監査委員監査の留意点」、日本公認会計士協
会春季全国研修会講演、2020年 2 月 7 日、公認会計士会館。

4. 「監査基準に依拠する地方自治体監査―期待と課題、今後の展望―」、国際公会計学
会第24回全国大会統一論題討論、2021年 9 月19日、兵庫県立大学（オンライン）。

（2）　その他
1. 「針路21　政治とカネ」、単著、『神戸新聞』朝刊 1 － 2 面、2016年 8 月29日。
2. 「針路21　自治体の監査―米国の取り組みに学ぶ」、単著、『神戸新聞』朝刊 1 － 2 面、

2017年 4 月 3 日。
3. 「針路21　地方公会計改革― 何のための改革か」、単著、『神戸新聞』朝刊 1 － 2 面、

2017年10月30日。
4. 「実務家教員から見る会計大学院協教育の意義と役割」、単著、会計大学院協会『会計

大学院協会ニュース』第33号、2022年 2 月、11頁。
5. 「地方公共団体の公正妥当な会計及び監査基準の確立を～学生も住民の一員、公会計に

関心を持とう」、単著、関西大学ニューズレター『REED』第68号、2022年 3 月、7－10
頁。




